１　医事・薬事について
　（１）献血事業
【根拠法令：安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律】
少子高齢社会が進展する中で、血液製剤の安全性を確保しながら、血液を安定的に確保するこ
とはますます困難な状況になってきている。
また、安全な血液製剤の確保等に関する法律が平成１４年に成立し、国、地方公共団体の責務
が明分化された。
このような中で、各市町村及び献血推進員と連携して、新規献血者、特に、若年者献血者の開
拓を重視し、７月の「街頭献血キャンペーン」等を実施するとともに、献血目標（管内４，６２
８人）の達成に努める。
　（２）医事事業
【根拠法令：医療法】 
　昨今の医療事故の多発、情報公開等を踏まえ、病院・診療所等の医療関係施設について、施設
・設備及び人員に係る基準の遵守に重点をおいて監視指導を行う。また、医療関係業務従事者に
関する各種免許事務を適切に行う。
　（医療監視方針）病院：管内全病院、一般診療所：１／２対象、歯科診療所：若干
　（３）薬事事業　　
【法令：薬事法･薬剤師法・麻薬及び向精神薬取締法・毒物及び劇物取締法】
医薬品が患者に安全に適正使用されるよう、医薬品の流通及び卸売販売業や薬局等の販売施設
において、管理者による実地管理の徹底、譲渡・譲受の際の手続き等について監視指導する。
　また、１０月の「薬と健康の週間」などにおいて、薬剤師会と連携して正しい薬の知識普及啓
発を行う。平成1４年度に、全国各地で毒物劇物による事件が多発したことから、昨年度に引き
続き多量に取り扱っている施設を中心に、保管、譲渡方法、身元確認等について監視指導を実施
する。
　（４）覚せい剤等乱用防止推進事業
【根拠法令：覚せい剤取締法】
近年の覚せい剤を中心とした薬物乱用の状況を防止するため、鳥取県薬物乱用防止指導員中部
地区協議会の充実を行う。また、他機関との連携を模索して効果的な啓発を行う。
　（５）医療安全相談事業
平成１５年８月に医療相談支援センターが設置され、各保健所に相談窓口が開設された。
医療の安全と信頼を高めるため、医療に関する患者の苦情や相談等について、関係機関とも連
携を取りながら、迅速・公正に対応する。
　（６）中部保健医療圏地域保健医療計画の推進
    【根拠法令：医療法】
　　　　「鳥取県中部保健医療圏地域保健医療計画」（平成４年度策定、平成１４年度見直し）の推進
　　　を図るため、地域保健医療協議会を設置している。
　　　　本協議会は地域保健医療計画の推進等に係る全般的な事項等を協議する全体会議と、専門的な
　　　事項及びその他必要な事項を協議する専門部会（健康づくり部会、へき地・救急医療部会、医療
　　　提供部会）で構成している。
    　　平成１６年度は平成１４年度に見直しを行った地域保健医療計画の進捗状況や、今後の取り組
　　　みについて協議するとともに、圏域における大規模災害発生時の医療救護体制の整備について検
　　　討する。
　    　　　　　   平成１６年度中部保健医療圏地域保健医療協議会開催計画
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２　予防対策について
　（１）原爆被爆者支援事業  
　　【根拠法令：原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律】　
　　　　原爆被爆者については、被爆者の高齢化に伴う保健、医療、福祉にわたる総合的な援護対策を
　　　引き続き推進するため、各種手当や医療の給付、保健福祉事業、原爆被爆者協議会への支援等の
　　　施策を行う。
　　　　ア 健康診断の実施
　  　　イ 各種手当の認定及び支給
　  　　ウ 介護保険等利用料に対する助成
　  　　エ 被爆二世健康診断の実施                   
    　　オ 健康相談の実施
  （２） 感染症対策推進事業
  　【根拠法令：感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律】
　　　　ＳＡＲＳなどの新興感染症の発生時、あるいはインフルエンザや感染性胃腸炎などの感染症の
　　　集団発生時における危機管理体制を平時から整えるとともに、感染症患者に適切な医療を提供す
　　　る。
　　　　ア　感染症の予防及び二次感染防止について
　　　　　　市町村・医師会・福祉施設等関係機関と連携を密にし、感染症の発生防止・二次感染の防
　　　　　止に努める。
　　　　イ　感染症発生動向調査について
　　 　　（ア） 感染症発生動向調査、報告実施の徹底
　　 　　（イ） 情報の還元と発生予防策の啓発普及の充実
  （３）エイズ対策事業
　　【根拠法令：感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律】
　　　　ＨＩＶ感染症に関する正しい知識の普及啓発を図り、患者に適切な医療を提供する。
　　　　ア　検査・相談対策
　　　　　　保健所における相談及び検査体制の充実、迅速検査キットによる検査の導入
　　　　イ　啓発・その他
　　 　　（ア）啓発「世界エイズデー（12月1日）」関連イベントの実施（街頭キャンペーン）
　　 　　（イ）エイズ担当者に対する教育・研修
     　　（ウ）学校・教育関係者との連携
  （４）性感染症対策推進事業
　　【根拠法令：感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律】
　　　　教育委員会等の関係機関と連携して小・中・高校生に対する予防対策の推進を図るとともに、
　　　保健所における相談・検査を通じて個人予防の啓発に努める。
　　　　ア　性感染症研修会の実施
　　　　イ　新　街頭啓発キャンペーンの実施
　（５）ハンセン病支援事業
　　【根拠法令：ハンセン病入所者等に対する補償金の支給等に関する法律】
　　　　ハンセン病に対する偏見をなくすための正しい知識の普及啓発を実施する。
　　　　ア　療養所訪問事業の実施（県民交流事業）
　　　　イ　普及啓発事業（啓発パネル展・人権学習会等）
　（６） 結核予防対策事業
　　【根拠法令：結核予防法】　
        結核についての正しい知識の普及啓発を図り、結核の発病予防、早期発見を図る。また、結核
　　　の現状を捉え、ハイリスク集団である高齢者に重点をおいた予防対策を図る。
　　　　ア　高齢者に対する結核予防総合事業
　　　　　　高齢者施設の職員に対し、結核に対する研修会を開く。
　 　　 イ　結核登録者病状調査事業
　　　      治療中及び治療終了の登録者に対し、了解を得た上で主治医に検査状況等を調査する。
　 　　 ウ　結核医療従事者研修会
　　　 　   結核に関する知識を深め、結核医療及び予防対策についての一層の推進を図る。
　　　　エ　乳幼児期BCG接種等に関する調査事業
　　　　　　平成１５年度に実施した乳幼児に対するツ反・ＢＣＧ接種状況調査の結果を取りまとめ、
　　　　　今後の予防対策に反映させる。
　 　　 オ　新　服薬支援事業（ＤＯＴＳ事業）
　　　　　　在宅で療養する結核患者の服薬を支援することにより治療の中断・多剤耐性結核の発生を
　　　　　防ぎ、治療成功率の向上をめざす。
　（７）難病患者支援事業
　　【根拠法令等：公衆衛生局長通知、保健医療局長通知】
        難病に対する調査研究の推進、医療施設等の整備、医療費の自己負担額の軽減、地域における
　　　保健・医療・福祉の充実、ＱＯＬの向上を目指した福祉施策の推進を図る。
　　　　ア　特定疾患治療研究事業
    　  　　原因が不明であり治療方法が確立していない、いわゆる難病に対して、治療方法について
　　　　　の研究を促進するとともに、患者の医療費の負担を軽減するために、特定疾患医療給付事務
　　　　　を行う。
  　　　イ  難病患者地域支援対策推進事業
    　　　　難病は病気の特殊性から患者の抱える問題は複雑、多様であるため、個別の患者の支援及
　　　　　びグループ支援を行うことにより、安定した療養生活の確保と難病患者の生活の質の向上を
　　　　　図る。
   　　　（ア）医療相談会
     　 　　   開催回数：年６回  
　　　　　　　 対象疾病：①パーキンソン病、②筋萎縮性側索硬化症（ＡＬＳ）、
　　　　　　　　　　　   ③特発性血小板減少性紫斑病、再生不良性貧血、
                         ④全身性エリテマトーデス、⑤潰瘍性大腸炎・クローン病
   　　内　　容：医師の講演と医療相談及び患者交流会等
     　　（イ）訪問相談事業
　　　　　　　 難病の中でも特に医療依存度が高く、確実に進行するという疾患の特性を持ち、困難
　　　　　　 な療養生活を強いられるＡＬＳ患者、家族を中心に、その他医療相談に参加できない要
　           支援難病患者、家族が抱える日常生活及び療養上の悩みについて、保健師等の訪問によ
　　　　　　 り支援を行う。
　　　　 （ウ）訪問診療事業
　　　　　　　 寝たきり等により通院が困難な患者や、未治療の患者等に対し、医師、理学療法士等
　　　　　　 の訪問診療班が訪問を行い療養生活支援を行う。
　 　　　（エ）在宅療養支援計画策定・評価事業
　　　　　　　 在宅療養者の、保健・医療・福祉にわたる各種サービスの効果的な提供を行うため計
　　　　　　 画策定・評価を行う。
　　　　 （オ）新　在宅難病患者療養支援研修会
　　　　   　　人工呼吸器、吸引器、胃ろう等を装着した医療依存度の高い在宅難病患者ケア技術の
　　　　　　 研修会を開催する。（対象者：訪問看護ステーション看護師）
３　健康増進について
　（１）健康づくり推進事業
　　【根拠法令：健康増進法、厚生事務次官通知、保健医療局長通知】
　　　　平成１５年５月から施行された「健康増進法」の趣旨（国民の健康の増進の総合的な推進を図
　　　るための基本方針等、健康診査の実施等に関する指針を定めること、受動喫煙の防止など）を住
　　　民自らがすすんでできるよう支援する。
　　　　ア　健康とっとり推進事業
　　　　　　生涯を通じた健康づくりの指標である「健康とっとり計画」の目標達成に向けて、県民に
　　　　　計画の趣旨等を普及啓発する。また、管内の市町村健康づくり計画の推進に向け支援する。
　　　 　（ア）禁煙支援・子どもの喫煙飲酒防止促進事業
      　　　　特に、「たばこ」「アルコール」分野の重点課題として未成年者の喫煙・飲酒をなくす
　　　　　　ため、また健康増進法第２５条に掲げられている公共施設・職場における分煙（禁煙）を
　　　　　　推進するために、「禁煙支援・子どもの喫煙飲酒防止促進事業」に取り組む。
　　　　　　　・「子どもの喫煙・飲酒防止検討委員会」の設置
　　　（イ）学校・地域保健推進事業
         　   地域と学校が連携し、児童・生徒及びその保護者に対して、生活習慣予防教育を総合的
　　　　　　に行うことで、親子の健康に関する意識の向上を図り、生活習慣を改善するとともに生活
          　習慣病の発症を減らすことを目的に三朝町においてモデル事業を行う。
            　・三朝町子どもたちの生活習慣改善・啓発推進委員会の開催
            　・三朝町子どもたちの生活習慣改善・啓発推進専門委員会の開催
            　・事業実行委員会の開催
　　　　 （エ）職域保健連携推進事業
          　　地域保健と職域保健の連携を強化することで、職域における健康づくりを推進し、「健
　　　　　　康とっとり計画」の効率的な推進を図るための事業を行う。
            　・職域保健関係機関連絡会の開催
            　・職域保健担当者会の開催
  　　　イ　新 健康増進推進事業
        　　健康増進分野における「健康とっとり計画」の目標達成に向け、現在、問題になっており、
　　　　　特に緊急的に取り組むべき必要のある分煙とアルコールの問題に対して対策を講ずる。
　　　　 （ア）公共施設・職場における分煙（禁煙）推進事業
　　　・禁煙週間キャンペーンの実施（５月３１日～６月６日）
　　　     　　・禁煙支援相談の実施
　　　　   　　・出前禁煙・分煙講座の実施（年２回）
 　　　　（イ） 新 アルコール問題対策事業
           　　・未成年者飲酒防止キャンペーンの実施
           　　・出前健康講座（年２回）
　　　　エ　その他の健康づくり事業
  　　　 （ア）思春期保健対策事業
　　　　　 　　近年、中高校生を中心とした思春期の性行動に関する意識の変化は、性感染症をはじ
　　　　　　 め、薬物乱用、飲酒・喫煙等深刻な問題を引き起こしている。このため、管内の全高等
　　　　　　 学校８校（県立・私立）を対象に、学校祭を活用し、「わくわく体験ルーム」と銘打っ
　　　　 　　て体験学習を通じて正しい知識の普及啓発、生命尊重の意識啓発を行う。
　　　　 （イ）女性の健康づくり支援事業
　　　　　　　 女性特有の身体的特徴を加味して、様々な支障や心身の悩みの解消に務め、生涯を通
　　　　　　 じた女性の健康の保持を図ることを目的に、思春期から更年期までの女性を対象に保健
　　　　 　　師による面接・電話相談を実施する。
 　　　　（エ）移動保健所
         　　　公衆衛生上健康課題のある地区において、地区住民の健康の保持増進を図ることを目
　 　　　　　的として、隣保館祭等を利用して健康づくりについて普及啓発する。
　（２）栄養改善事業
　　【根拠法令：栄養改善法】
　　　　栄養改善業務指針に基づき、地域における栄養改善業務の推進を図るため、市町村で実施され
　　　る栄養相談、地区組織の育成、人材の育成・活用の支援及び、広域的又は専門的栄養指導等を行
　　　う。また、集団給食施設の栄養管理指導及び連携の強化、栄養関連企業等への指導を行う。
　　　　ア　みんなで取り組む糖尿病予防事業
      　　　生活習慣病に起因する糖尿病を予防し、また重症化を予防するために、学校、地域、医療
　　　　　が連携し、小児期からの食生活の改善などの取り組みのネットワークの構築を図る。
 　　　　（ア）糖尿病予防対策検討会の開催（年３回）
  　　　 （イ）糖尿病予防教育スタッフ養成講座の開催（全県：年３回）
　       （ウ）糖尿病予防普及啓発事業の実施（年１回）
 　　　　（エ）鳥取県糖尿病シンポジウムへの協力（平成１６年１０月１１日ハワイアロハホール）
　　　　イ　栄養改善業務機能強化事業
　 　　 　　集団給食施設等の巡回指導、従事者研修会を通じて、栄養管理指導を実施する。児童福祉
　　　　　施設給食の巡回指導を強化し、第５訂食品標準成分表、第６次改定日本人の栄養所要量につ
　　　　　いて指導する。
　　　　ウ　専門的栄養指導
        　　専門的技術及び知識を必要とする栄養指導を実施し、生活習慣病予防と住民の健康増進を
　　　　　はかる。      　　　
  　　　エ　「ちょっと気にしてあなたの食事」事業
 　　　　（ア）外食栄養成分表示推進事業
         　　　表示協力店舗の拡大を図る。
 　　　　（イ）朝食キャンペーン推進事業
　　　　　　　 スーパーマーケット等に協力を依頼し、朝食メニューを展示する。展示に際しては,
　　　　　　 市町村、食生活改善推進員、「鳥取の食」検討チームの協力を得て実施する。　
　　　　オ　管内行政栄養士会
　　　　　　市町村の栄養業務の推進を図るため、情報提供、意見交換の場として、必要に応じ検討会
　　　　　を開催する。また、糖尿病に対する栄養士の専門性と資質向上のために研修会を開催する。
　　　　カ　栄養改善指導事業
　　　　　　各市町村の食生活改善推進員連絡協議会役員等、組織育成のために、教育研修を実施する。
　　　　　　また、健康日本２１の目標達成のため、食と健康教育を充実させた内容とし食生活改善推
　　　　　進員連絡協議会が実施する「ヘルスサポーター２１事業」をとおして、より自立した活力あ
　　　　　る組織に育成する。
　（３）歯科保健事業
　　　　新歯科保健対策推進事業
　　　　　鳥取県８０２０運動の目標達成に向けて、県民への普及啓発及び各ライフステージに応じた
　　　　推進方策を検討し、効果的な歯科保健対策の推進を図る。
　　　　ア　地域歯科保健推進協議会                                                           
　　 　　　中部地域において、８０２０運動の目的達成を目指して歯科保健施策を総合的かつ効果的
　　　　　に推進するために２回開催する。                                                    
　　　　イ　実践指導者研修会                                                         
　　　　　　８０２０運動の推進を図る地域歯科保健の基盤となる人材育成のために、歯科衛生士、保
　　　　　健師、養護教諭、保育士、栄養士等歯科保健関係者を対象に１回開催する。  
　　　　ウ　むし歯要注意児予防指導教室事業
　　　　　　健診の事後フォローとして、口腔衛生習慣を再評価しながら口腔の健康管理を充実させる
　　　　　ために、むし歯ハイリスク児及びむし歯多発傾向の可能性のある児を対象に、歯科健康教室
　　　　　を月１回開催し、６ヶ月後に歯科医師によるフォローアップ健診を実施する。            
　　　  エ　障害者等歯科対策推進事業　                                 
      　　　障害者及び難病患者に対して、家庭訪問等による歯科健康診査及び口腔衛生指導を年間１
　　　　　５回行い、適切な口腔衛生管理を通して、障害者等及びその家族の生活の質の向上を図る。
　　　　オ　ふしめ・高齢者歯科対策推進事業の普及
      　　　歯周病をはじめとする歯科疾患の早期発見及び保健指導を行い、県民の歯科保健に対する
　　　　　意識づけと健康の保持増進を図る。この趣旨を普及啓発するために市町の行う基本健康診査
　　　　　で出前歯科保健指導を実施し、事業実施市町を拡大する。
　　　　カ　学校・地域歯科保健推進事業                                                      
      　　赤碕町において地域歯科保健と学校歯科保健の連携を図り、総合的な歯科保健対策を推進す
　　　　　るために、協議会を２回、指導者研修会を１回開催する。                             
　　　　キ　新 職域歯科保健教育事業
　　　　　　職場における歯周病スクリーニングテスト（唾液中潜血を検知し、歯周病症状を見る）と
　　　　　健康教育を実施し、歯周病に対する意識づけを図る。（年１事業所）      
　　　　ク　東伯町・関金町・赤碕町支援事業
　    　　　平成１２年から１４年に学校・地域歯科保健推進連携モデル事業を実施した東伯町、関金
　　　　　町と現在実施中の赤碕町に対して、連携事業継続実施の為、支援する。
　　　　ケ　親子のよい歯のコンクール事業の普及
      　　　よい歯の親子を表彰し、８０２０運動の普及啓発を図る。
